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概 況 
 

令和７年度は、経済産業省をはじめ､新エネルギー･産業技術総合開発機構(ＮＥＤ

Ｏ)、大学、事業参加企業等各界の協力を得ながら、以下の事業を実施した。 

 

調査研究及び研究開発事業に関して総計６７件の事業を推進した。 

温暖化対策のシナリオ策定については、各種温暖化対策技術の導入シナリオを導

き出すための地球環境・エネルギー・経済統合モデルの開発を進めた。また、パリ

協定及び、国際的な政治、経済状況を踏まえながら、世界における実効ある排出削

減を持続的に推進していくための取組みについて分析、評価を行った。その中で

は、２０４０年の排出削減目標７３％削減、２０５０年カーボンニュートラル達成

のためのエネルギーシナリオ分析をベースに、国内外の情勢等を踏まえながら、各

種感度解析を実施した。モデルを用いたトランジションロードマップ策定も行っ

た。 

バイオものづくり技術によるバイオ燃料やグリーン化学品の社会実装を目指し、

ＲＩＴＥの独自技術である「ＲＩＴＥバイオプロセス（増殖非依存型バイオプロセ

ス）」を利活用し、更に、従来技術では難しかった物質の生産を可能とする産業用ス

マートセル（高機能微生物）の技術開発を推進した。他方で、食料問題と競合しない

農業残渣や草本類等の非可食バイオマス資源、大気中のＣＯ２そのものを原料とする

等、原料開発にも取り組んだ。 

ＣＯ２ 分離・回収・有効利用技術の開発においては、化学吸収法、膜分離法、固体

吸収法の各技術の実用化・本格導入に向けた研究・開発を行なった。大阪・関西万博

では、大気中からＣＯ２ を直接回収（ＤＡＣ：Direct Air Capture）する実証試験

や民間企業と連携してＣＯ２を有効利用する実証試験を実施した。また国内のＣＯ２ 

分離素材の性能を公正かつ中立的に評価する炭素回収技術評価センターの運営を開

始した。 

ＣＯ２ 貯留技術の開発については、これまで取り組んできた地中貯留に関する基

盤技術開発をもとに安全性、信頼性の構築およびＣＣＳ事業の導入普及に向けた環

境整備に資する技術開発を行った。 
また、ＣＣＳの事業支援制度の詳細設計を行う「ＣＣＳ事業の支援措置に関するワ

ーキンググループ」での検討に資するため、ＣＣＳ海外政策やＣＣＳコスト分析に係

る調査等を実施し、「中間整理 ＣＣＳ事業（パイプライン案件）の支援措置の在り方

について（２０２５年７月）」の検討に貢献した。 
大阪・関西万博「ＲＩＴＥ 未来の森」については、未来社会ショーケース事業「グ

リーン万博」への協賛を行い、世界的な未来技術発信の場である万博を通じて、カー

ボンニュートラルの実現に不可欠なネガティブエミッション技術を広く世界に向け

て発信した。 
事業の推進等については、関連技術動向、政策ニーズ等の調査を進めるととも

に、企業、大学の関係者との情報交換、経済産業省等に対するプロジェクト提案な

どを行った。 

国際研究交流事業に関しては、ＣＯ２ 貯留技術に関して米国や豪州の研究機関と
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研究交流を進めた。また、ＣＣＳのＩＳＯ化については、ＩＳＯ／ＴＣ２６５のＷ

Ｇ１のコンビーナ（議長）及び事務局並びに国内審議団体として推進した。ＩＰＣ

Ｃに関する政府支援については、ＩＰＣＣ総会や報告書ドラフトの政府レビュー等

について、日本政府に対して情報収集・分析・報告・助言を行ったほか、新たな第

７次評価サイクル（ＡＲ７）を見据え、第三作業部会執筆者と産業界有識者との意

見交換会を実施するなど、実効性向上等の取組みを実施した。 

普及啓発活動事業に関しては、令和７年９月に「未来社会を支える温暖化対策技

術シンポジウム in 関西」を開催し、同年１２月に「革新的環境技術シンポジウム

２０２５～２０５０年カーボンニュートラルを支えるイノベーション～」、令和８

年１月に「ＣＣＳテクニカルワークショップ２０２５～大規模ＣＣＳの事業化に向

けて：技術・政策両面からのアプローチ～」、同年２月に「革新的ＣＯ２ 分離回

収・有効利用技術シンポジウム～地球温暖化防止に貢献するＣＯ２ 分離回収・利用

技術の最新動向～」、同年３月に「ＡＬＰＳ国際シンポジウム～多様化する国際情

勢下の地球温暖化対策と世界各国の政策動向と展望～」を開催し、ＲＩＴＥの研究

成果等の普及を図った。更にホームページ等さまざまな機会を捉え、ＲＩＴＥの事

業活動に関する情報提供に努めた。 

また、こうした活動を踏まえ、ＲＩＴＥの研究成果の早期実用化を図るべく、産

業界との連携強化を図った。 
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１．調査研究及び研究開発事業 
国、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）、民間企業等からの受

託等により、令和７年度は総計６７件の事業について研究開発、調査研究を推進

した。主なプロジェクトの実績は以下のとおりである。 

なお、新規プロジェクトの創設に向けて、情報収集と調査を行うとともに、企

業、大学の関係者との情報交換、経済産業省等に対するプロジェクト提案などを

行った。 
 

（１）温暖化対策のシナリオ策定 

地球温暖化対応戦略の分析評価・構築のため、コアテクノロジーである「地球

温暖化対策技術・シナリオの分析評価技術」を活用して、個別技術及び対応シナ

リオについて、その経済性をはじめ、様々な視点から総合的評価を行った。 

令和７年度は、地球温暖化抑制に資する種々の温暖化対策技術の技術特性・費

用の総合的な把握を行った。また、費用対効果等に関する研究を踏まえ、各種温

暖化対策技術の導入シナリオを導き出すための地球環境・エネルギー・経済統合

モデルの開発を進めた。以上の基盤研究を実施しつつ、以下の事業を実施した。 

 

①  地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業 

（令和７年度、経済産業省より受託） 

地球温暖化問題の真の解決に際しては、より大きく経済・社会の発展という文

脈で把握することが重要である。そのため、令和７年度の本事業では、パリ協定

及び、国際的な政治、経済状況を踏まえながら、世界における実効ある排出削減

を持続的に推進していくための取組みについて分析、評価を行った。その中で

は、２０４０年の排出削減目標７３％削減、２０５０年カーボンニュートラル達

成のためのエネルギーシナリオ分析をベースに、国内外の情勢等を踏まえなが

ら、各種感度解析を実施した。モデルを用いたトランジションロードマップ策定

も行った。更には、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第７次評価報告

書の作成に向け、地球温暖化対策技術の分析・評価に関する情報収集・分析・報

告を行った。また海外研究機関とも連携・協力しつつ、温暖化対策（温暖化緩和

策及び適応策）、ファイナンス、政策の総合的かつ整合的な分析・評価を行っ

た。これによって、地球温暖化対策と経済成長の両立（グリーン成長）を目指す

国際枠組み、及び、我が国の国際戦略立案に貢献した。 

更に、地球温暖化抑制に資する種々の温暖化対策技術の技術特性・費用の総合

的な把握を行い、費用対効果等に関する研究を踏まえ、各種温暖化対策技術の導

入シナリオを導き出すための地球環境・エネルギー・経済統合モデルの開発を進

めた。 

 

②  技術メカニズムに関する分析事業等 

（令和７年度、経済産業省より受託） 

国連気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）締約国会議ＣＯＰ３０等の技術交渉に

参加し、日本政府代表団の一員として交渉に当たるとともに、政府代表団や代表

委員に対し助言などのサポートを行った。また、気候技術センター・ネットワー

ク（ＣＴＣＮ）会合等にも参加し、ＵＮＦＣＣＣの技術メカニズムの構築に向け
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政府を支援した。 

 

③  技術革新によるエネルギー需要変化に関するモデル比較国際連携事業 

（令和７年度、経済産業省より受託） 

エネルギーは最終需要に近いところで本来、必要以上の消費がなされている。

近年のデジタル技術の発達により、サービスを低下させることなく、エネルギー

消費そのもののみならず、製品・サービスに体化されたエネルギーを低下させる

可能性が高まっている。そしてシェアリングエコノミーやサーキュラーエコノミ

ーといった社会変化を誘発し、結果としてＣＯ２の削減につながる可能性があ

る。しかし、これまで総合的な影響について具体的かつ定量的、包括的な分析は

ほとんど行えていなかった。令和７年度は、２０程度の国内外研究機関等と連携

し、研究進捗や研究課題共有を主目的に国際ワークショップや会議を開催しなが

ら、エネルギー需要対策の研究を進展させた。また、技術革新によるエネルギー

需要変化の新規性の高いモデル分析の国際的な比較を行った。多くの査読論文を

執筆しつつ、国際的な温暖化対策の議論に貢献した。 

 

（２）バイオものづくり技術の開発 

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、微生物機能を活用し、食料問題

と競合しない農業残渣や草本類等の非可食バイオマス、大気中のＣＯ２等の資源か

ら有用な化学品や燃料を生産するバイオプロセスに関する様々な研究開発を実施

している。令和７年度は、以下の事業や取組みを行った。 

 
① 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略称

する）からの委託・助成事業 

１）バイオものづくりプラットフォーム「未利用原料から有用化学品を産み出すバ

イオアップサイクリング技術の開発／あらゆる未利用資源から生産困難バイ

オ製品を生産する微生物改変プラットフォーム技術の開発」（令和５年度～令

和９年度（予定、一部令和１２年度まで継続予定）） 

情報解析技術とロボット技術を活用し、生産株の代謝設計、生産物に対する 

毒性耐性の付与、生産性評価実験の効率化を実現する生産株育種システムの構

築を進めている。本システムに加え、育種を効率化するための情報を蓄積した

データベース、糖原料の分析、培養のスケールアップ、生産物の精製などに必

要な技術・設備を集約した専用研究棟の建設を実施する。令和 7年度は、情報

解析技術や細胞内代謝物分析技術の開発、自動培養装置などを導入すること

で、高性能な生産株を迅速に育種可能な環境を整備した。また、専用研究棟の

建設を完了し、来年度の本格稼働に向けて必要な設備の導入を進めた。 
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２）バイオものづくり（ＣＯ２）「バイオものづくり技術による ＣＯ₂を直接原料と

したカーボンリサイクルの推進／バイオものづくり技術によるＣＯ２を原料と

した高付加価値化学品の製品化」（令和５年度～令和１２年度（予定）） 

微生物を活用してＣＯ２由来の高機能接着剤を生産する技術の確立に向けた 

研究開発を行った。ＲＩＴＥに建設した専用の研究棟 （バイオものづくり実

験棟）の設備や実験装置・機器等を活用し、ＣＯ２由来のＣＯを出発原料に、

高機能接着剤向けのモノマー原料を効率よく生産できる微生物の育種・改良

や、これを用いたバイオ生産プロセスの開発を推進した。 

３）バイオものづくり（繊維）「繊維 to 繊維の資源循環構築の実現に向けた研究

開発・実証／複合繊維素材のバイオ分離・バイオ変換を基盤とする革新的バイ

オアップサイクル技術の確立と高度化」（令和７年度～令和１４年度(予定)） 

複合繊維素材から成る廃棄衣料から、ポリエステル（ＰＥＴ）繊維等の合成

繊維素材をバイオ分離し、合成繊維と天然繊維の両者の再資源化を可能とする

高機能な酵素、菌株、バイオプロセスの開発、及びそれら技術開発を推進する

ための衣類資源化プラットフォームの構築に取り組んでいる。ＲＩＴＥは複数

の繊維企業と連携し、ＰＥＴ繊維を高効率に分解するための酵素や菌株の開発、

及び繊維の前処理を含むＰＥＴ繊維分解プロセスの基盤技術の開発に取り組

んだ。 

４）海洋生分解プラスチック「地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現

／非可食性バイオマスを原料とした海洋分解可能なマルチロック型バイオ

ポリマーの研究開発」（令和２年度～令和１１年度（予定）） 

 

海洋環境に散逸した際に複数の刺激によってオンデマンド分解される「マ 

ルチロック型バイオポリマー」の創製を目指し、「海水での分解開始ポイン 

ト制御」、および「非可食性バイオマス原料からのバイオモノマー生産」に関

する研究開発に取り組んだ。ポリマー分解酵素を高機能化して担体に固定化

後、海洋生分解が困難とされるポリマーに混練したシートを作製し、これを

海に沈めた結果、短期間に分解され、再現性も高いことを実証した。また、非

可食性バイオマス原料からのバイオモノマーの高生産株の構築と、高生産に

成功した。 

 

５）産業用スマートセル「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産

技術の開発／データ駆動型統合バイオ生産マネジメントシステム（Data-

driven iBMS）の研究開発」（令和２年度～令和８年度（予定）） 
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バイオ由来製品の社会実装の加速化を目指し、バイオとデジタルの融合を基

盤とするバイオ生産システム基盤の構築とその周辺技術開発を実施する。令和

７年度、ＲＩＴＥは複数の機関と連携し、産業用スマートセル創製技術の開発

を進めた。スケールアップ時の課題を解決する技術として不均一な環境下でも

高い生産性を示すことができるロバストな生産株の設計技術開発に取り組ん

だ。さらに、酵素のアミノ酸配列を適切に置換することで生産物による酵素活

性低下を回避できる技術の開発と有効性検証に取り組んだ。 

 

② 国立研究開発法人科学技術振興機構（略称：ＪＳＴ）からの委託事業 

１）バイオ水素「カーボンネガティブの限界に挑戦する炭素耕作拠点」（令和５年

度～令和１４年度（予定）） 

光合成によるＣＯ２固定量の大幅な増大を目指してバイオマス生産技術を開   

発する機関と連携し、多様なバイオマスから高効率で燃料を生産するためのバ

イオ変換技術の開発を行っている。ＲＩＴＥは、研究開発課題３（炭素耕作に

よる燃料生産技術の開発）のリーダーとして、本課題参画機関を統括すると共

に、バイオ水素生産技術とバイオ液体燃料生産技術の開発を進めた。新規高収

率水素生産微生物を構築するために導入した酵素発現レベルの最適化、エタノ

ール生産プロセスにおけるバイオマス由来混合糖利用能の強化に取り組んだ。 

③ 民間企業との共同開発事業 

 ＲＩＴＥバイオプロセスを用いた技術により、複数の民間企業と付加価値の

高いグリーン化学品のバイオ生産に関する共同研究を行った。 

グリーンケミカルズ（株）とは、芳香族化合物を中心としたグリーン化学品 

の事業化を目指し、安価な原料や培養条件の検討、菌株の改良、商用生産に向け

たスケールアップ研究等に取り組んだ。 

 

 

（３）ＣＯ２ 分離・回収・有効利用技術の開発 

ＤＡＣ（Direct Air Capture：大気からのＣＯ２直接回収）向けおよび火力発電

所排ガス向けの固体吸収材開発を進め、大阪・関西万博会場にてＤＡＣ実証試験を

実施した。その他、高炉ガス向け混合溶媒系吸収液、中圧水素製造用高分子膜（Ｍ

ＧＭ）、メタノール合成用ゼオライト膜（脱水膜）、ヘリウム分離回収用シリカ膜の

開発を推進した。また、ＣＯ２分離・回収の標準評価共通基盤として、国内のＣＯ

２分離素材開発を支援・加速するための国内初の炭素回収技術評価センター（ＲＣ

ＣＣ：RITE Carbon Capture Center）の運用を開始した。 
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① 大気中からの高効率ＣＯ２ 分離回収・炭素循環技術の開発（令和２年度～令和

８年度、ＮＥＤＯ事業） 

本事業では持続可能な資源循環（カーボンリサイクル）の実現による地球温暖

化問題の解決を目指し、ＤＡＣの技術開発を金沢大学及び三菱重工業(株)と連携

して実施している。 

令和７年度は三菱重工業(株)の製作したパイロット試験機を大阪・関西万博会

場に設置し、会場周辺の大気からＣＯ２を直接回収するパイロットスケールの実

証試験を実施した。回収したＣＯ２は大阪ガス(株)、エア・ウォーター(株)に供

給し、メタン合成およびドライアイス製造に活用された。メタンは会場の迎賓館

の厨房で料理を作る際に使われ、ドライアイスは会場内の様々な場所で活用され

た。ＤＡＣによるカーボンリサイクルを日本初のパイロットスケール規模で、か

つ万博という多くの来場者の目の前で大きなトラブルなく実証することに成功し

た。 

 

② ＣＯ２ 分離素材の標準評価共通基盤の確立（令和４年度～令和９年度、ＮＥＤＯ

委託事業） 

本事業ではＣＯ₂分離回収市場における日本の産業競争力強化、シェア拡大の

ため、低圧・低濃度排ガス（大気圧、ＣＯ₂濃度１０%以下）からのＣＯ２分離回

収を対象にＣＯ２分離素材の標準評価共通基盤の確立を行う。 

令和７年度は６月に炭素回収技術評価センター（ＲＣＣＣ）の運用を開始し、

吸収液、吸着材、分離膜の試験設備において標準分離素材を対象に実ガス試験

を実施し、性能評価データを収集した。また、サンプルの受入れ評価について、

学会及びシンポジウム等で積極的にＲＣＣＣを紹介し、その結果、民間企業か

ら多くの問合せを受け、試験実施に向けた協議を開始した。事業成果の情報発

信については、ＰＣＣＣ－８（第８回燃焼後回収技術国際会議）やＩＴＣＮ（国

際テストセンターネットワーク）の国際会合、その他国内会議において、標準評

価法及びＲＣＣＣの活動を発表し、専門家との情報交換を実施した。 

 

③ 天然ガス燃焼排ガスからの低コストＣＯ２分離・回収プロセス商用化の実現（令

和４年度～令和９年度、ＮＥＤＯ事業） 

本事業ではＣＯ₂濃度４%前後の天然ガス火力発電排ガスから安価にＣＯ₂を

分離回収するシステムの開発を千代田化工建設工業(株)および(株)ＪＥＲＡと

連携して実施しており、現在はベンチスケール試験フェーズである。 

令和７年度は固体吸収材の改良によって大幅に吸脱着速度を向上させた。その

結果、ベンチスケール試験で目標としているＣＯ２回収率８０％を十分に達成でき

る可能性を示した。この改良により、商用機の設計において吸収材量を２０％、再

生蒸気量を２５％削減できる可能性を示すことが出来、競合技術に対する優位性

を向上させた。 
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④ ＣＯ２ 分離・回収技術の研究開発（先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガ

ス適用性研究）（令和２年度～令和８年度、ＮＥＤＯ事業） 

川崎重工業(株)と連携して、石炭火力発電所等の実燃焼排ガスを対象とした

固体吸収材によるＣＯ２ 分離・回収技術についてパイロット試験を関西電力

（株）舞鶴火力発電所内で実施している。ＲＩＴＥでは高効率ＣＯ２ 分離回収

基盤技術開発を行い、令和７年度は以下の成果を得た。 

１）固体吸収材の性能向上、製造技術開発 

令和 6 年度に引き続き、アミンや担体の改良により吸収性能の向上を図

った改良固体吸収材の製造を行い、ベンチスケールで評価試験を行った。

また、火力発電所に設置されたパイロット試験設備において実ガスによる

ＣＯ２回収試験が行われ、使用材の分析等を実施した。さらに、倉庫に保

管したパイロット試験用固体吸収材を 4 年間継続観察し、性能等の低下が

無いことを確認した。 

２）高度シミュレーション技術の開発と最適プロセスの検討 

水との相互作用を考慮した数式をシミュレーションモデルに組み込み、パ

イロット試験の設計条件でシミュレーションが可能となった。 

 

⑤ 高圧用ＣＯ₂ 分離膜の水素製造システムへの適用性検討（令和６年度～令和８

年度、ＮＥＤＯ事業） 

次世代型膜モジュール技術研究組合（ＭＧＭ組合）では、小型中圧の水素製

造装置に適したＣＯ２分離膜の開発を行い、分離性能を向上させ、２０cm 径６

０cm 長の商用サイズ膜エレメントの製作技術の確立を行なった。令和６年度

から、水素製造装置メーカの三菱化工機株式会社と共同でＣＯ２回収型水素製

造装置の実証試験に向けた研究開発を行っており、令和７年度は高い分離性

能を発現する分離膜形成用の塗工液を大量に安定して製造できること、およ

び、この塗工液を用いて分離膜を作製し、目標とする分離性能を発現するこ

とを確認した。 

 

⑥ 製鉄プロセスにおける水素活用プロジェクト（化学吸収法によるＣＯ₂の分離・回

収技術）（日本製鉄(株)との共同実施、令和３年度～令和７年度、ＮＥＤＯ事業） 
高炉ガスからのＣＯ₂ 分離・回収の消費エネルギー低減と低コスト化を目的と

して、新規混合溶媒系吸収液の研究開発に取り組んだ。令和７年度は、これまで

に開発した高性能混合溶媒系吸収液の中から実用化候補液 1 種を選定し、高炉ガ

スを用いた実ガスパイロット試験を日本製鉄(株)東日本製鉄所君津地区のＣＡ

Ｔ－３０試験設備にて実施した。その結果、令和 6 年度に実施した実ガスベンチ

試験と同様に、エネルギー性能が商用液よりも優れ、更に劣化生成物の生成が少

ないことも確認された。また、実用化性能（安全性、環境影響）に関する評価指

標についても特段の問題は確認されなかった。 
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以上、５カ年の研究開発により、高性能混合溶媒系吸収液を開発し、エネルギ

ー消費、コスト及び実用化性能に関するプロジェクト目標を達成した。商業利用

及び大規模ＣＣＳへの適用の期待に応えるため、今後はその実装支援の技術開発

が必要である。 

 

⑦ＣＯ２ を用いたメタノール合成における最適システム開発（令和３年度～令和８

年度、ＮＥＤＯ事業） 
ＣＯ２を原料に高効率なメタノール合成に寄与できる脱水膜（ゼオライト膜）に

ついて、実用化を見据えた再現性及び量産性の向上に関する検討を JFE スチール

（株）と連携して実施した。量産性を向上するため種結晶の塗布方法を検討し、こ

れまでと同等程度の性能を有する脱水膜の合成に成功した。また JFE スチールに

て実施中のベンチスケール試験にて、長尺脱水膜に超微細構造欠陥が存在するこ

とが示唆され、その欠陥形成原因を明らかにした。 
 
⑧  不燃性ガス田における高効率ヘリウム膜分離回収技術の開発（（一財）ファインセ

ラミックスセンターからの再委託、令和５年度～令和７年度、ＮＥＤＯ事業） 
不燃性ガス田からのヘリウムガス回収を目的としてシリカ膜（200 mm 長）を製

膜し、従来プロセスと比較して省エネルギー化が期待できることを明らかにした。

また、長尺シリカ膜（500 mm 長）の製膜条件を検討し、実用化に向けた課題を抽

出した。 
 

（４）ＣＯ２ 貯留技術の開発 

① 安全なＣＣＳ実施のためのＣＯ₂ 貯留技術の研究開発（平成２８～２９年度：経

済産業省より二酸化炭素地中貯留技術研究組合（現在は民間企業１１社及び産業

技術総合研究所とＲＩＴＥの１３団体により構成）にて受託、平成３０年度～令和

８年度（予定）：ＮＥＤＯより二酸化炭素地中貯留技術研究組合にて受託） 

我が国の貯留層に適した大規模ＣＯ２ 圧入・貯留に係る安全管理技術の確

立、大規模貯留層の有効圧入・利用技術の確立及びＣＣＳ普及条件の整備・基

準の整備を目的とする研究開発を進めた。 

 

１）大規模ＣＯ２圧入・貯留に係る光ファイバーマルチセンサーを利用した安全管

理技術の実用化検討 

・光ファイバーを利用した地層安定性や廃坑井の健全性監視システムの開発等

に向け、国外サイトにおいて以下の通り実証試験を進めた。 

・米国ノースダコタ州において操業中のＣＣＳプロジェクトサイトにおいて、

パイプライン及び坑井に光ファイバー計測装置を設置し、貯留事業の健全性

を継続監視した。また、圧入したＣＯ２の分布範囲を推定する技術として、固

定発振源と光ファイバーの振動計測機能を組み合わせて収集したデータを解

析し、拡がるＣＯ２分布範囲に適応するよう解析手法を改良した。また、開発
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手法を検証するための比較対照データを収集するため、より多数の発振点を

設定する三次元探査をおこなった。 

・豪州の実証試験サイト（Ｏｔｗａｙサイト及びパース南部サイト）では、断

層、破砕帯の水理的、力学的な特性を評価するため、断層近傍において流体

圧入試験を実施した。また、これと並行して力学・水理解析モデルの 

 

２）大規模貯留層の有効圧入技術の確立 

・千葉県・茂原サイトにおいて解析モデルの構築のため、周囲でのガス生産に

伴う地層ひずみの観測データの収集、整理を継続した。 

 

  ３）ＣＣＳ事業の計画策定を支援するツールの開発 

・ＣＯ２排出源と貯留資源の適合を検討できるよう、排出源の立地や規模などを

マップ上に表示する「ＣＯ２排出源データベース」について、ユーザーによる

試用を通して改善項目を抽出し、事業所別排出量を至近の情報に更新するな

ど反映した。 

・様々な種類の排出源や輸送手段、貯留設備形態に応じて事業コストを算定で

きる「ＣＣＳコスト試算ツール」について、情報セキュリティ機能を付加し

利用マニュアルを整備するなど公開に向けて準備した。 

 

４）ＣＣＳ普及条件の整備、基準の整備 

・国内外ＣＣＳプロジェクトや政策の動向、国内機関による技術開発の状況を

紹介するテクニカルワークショップを開催し、ＣＣＳに対する社会認知度の

向上に寄与した。また、学識経験者や産業界等との交流の場としてＣＣＳフ

ォーラムを開催し、国内の技術開発状況の共有や民間企業等との技術交流、

意見交換をおこない、ＣＣＳの普及のための基盤整備に貢献した。 

 

② 日本ＣＣＳ調査(株) 苫小牧常設型ＯＢＣによる観測 

（令和７年度、日本ＣＣＳ調査(株)より受託） 

苫小牧実証試験サイトにおける観測の終了に伴い、ＲＩＴＥが開発、設置した

約５ｋｍのケーブルを含む常設型ＯＢＣによるモニタリングシステム及び関連設

備の撤去工事を完遂した。 

 

（５）ＣＣＳの事業化に向けた環境整備等に関する調査事業 

（経済産業省委託事業（令和７年度）） 

経済産業省委託調査事業「ＣＣＳ事業への支援措置等に関する調査」におい

て、ＣＣＳ事業支援策の検討に資するため、海外のＣＣＳ事業の動向として、

オランダ、ノルウェー、ＣＯ２ 越境輸送の動向を調査し、また、ＣＣＳコスト

分析として海外文献でのコスト試算結果から産業部門におけるＣＣＳコストの

概算を整理した。さらに、パイプライン輸送技術調査、カーボンフットプリン

トに関する調査を実施した。  
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（６）大阪・関西万博「ＲＩＴＥ未来の森」 

 大阪・関西万博において、ＲＩＴＥは未来社会ショーケース事業「グリーン万

博」に協賛し、カーボンニュートラルの実現に不可欠なネガティブエミッション

技術を広く世界に向けて発信することを目的として、ＤＡＣ（Direct Air 

Capture ：大気中からの直接回収）を中心としたネガティブエミッション実証プラ

ント「ＲＩＴＥ未来の森」を出展し、その運営を行った。 

来場者数は 18,610 名であり、多くのＶＩＰにも来場いただいた。来場者アン

ケートでは９６％が見学ツアーに「満足」、同じく９６％がＣＣＵＳの「知識・理

解が深まった」と回答した。さらに、多くのメディアにも取り上げられ、テレビ

１５件、新聞７８件、雑誌・ＷＥＢニュース２７件の計１２０件に上った。 

加えて、ＲＩＴＥ未来の森グループは、最先端技術の実証試験と一般の方への

理解促進・啓発活動が高く評価され、博覧会国際事務局（BIE）と地球産業文化研

究所 GISPRI が共同創設した第一回 EXPO イノベーション・アワードにおいて分野

横断的啓発賞を受賞した。 

 また、万博レガシーとして、ＲＩＴＥ未来の森のガイダンスホールをＲＩＴＥ

本部へ移設するための準備を進めた。 

 

（７）新規研究課題の探索と新規研究開発 

 ＲＩＴＥが持つ研究ポテンシャルを生かした、時宜を得た研究開発を実施する

ため、関連技術動向、政策ニーズ等の調査を進めるとともに、企業、大学の関係

者との情報交換、経済産業省、ＮＥＤＯ等に対するプロジェクト提案などを行っ

た。 
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２．国際研究交流事業 
地球環境産業技術の研究開発に関する国際交流をより効果的に推進するため、

国際研究交流、ＣＣＳのＩＳＯ化、ＩＰＣＣに関する政府支援等を実施した。 

 

（１）ＣＣＳに関する国際研究交流 

① 日米ＣＣＳ協力 

平成２７年４月に日米両政府間で締結した二酸化炭素回収・貯留分野に関す

る協力文書（ＭＯＣ）に基づき、米国の国立研究所や大学等の関係機関と連携

してＣＣＳ分野での国際協力を進めた。 

ノースダコタ大学のエネルギー環境研究センター（ＥＥＲＣ：Energy & 

Environmental Research Center）との協力では、ノースダゴタの実証サイトに

おけるＣＯ２ 圧入プロジェクトのモニタリングを共同して実施し、情報連携を

図った。 

 

②  日豪協力 

豪州の研究機関が所有する試験設備を活用して貯留層の近傍に断層が位置す

る場合の安定性に係る実証試験を進めている。 

豪州連邦科学産業研究機構（ＣＳＩＲＯ：Commonwealth Scientific and 

Industrial Research Organisation）とパース南部サイトにおいて断層や破砕

帯の安定性評価に係る予備試験を実施し、断層の特性を評価するとともに次年

度に予定するＣＯ２ 圧入試験の試験の計画検討のためのデータを収集した。 

豪州温室効果ガス技術・共同研究センター（ＣＯ２ＣＲＣ：Cooperative 

Research Centre for Greenhouse Gas Technologies）とのＯｔｗａｙサイトに

おける共同研究では、断層を経路とするＣＯ２ 漏洩の検知手法の開発に向け、

弾性波探査とＣＯ２ 圧入試験をおこなった。 

 

③  ＣＣＵＳ国際連携事業 

（令和７年度、ＮＥＤＯより受託） 

国際エネルギー機関温室効果ガスＲ＆Ｄプログラム（ＩＥＡ－ＧＨＧ：IEA 

Greenhouse Gas R&D Programme）の執行委員会等の活動に参加するとともに、

ＣＣＳプロジェクトが進展する英国、デンマーク、オランダのほか、アジア大

洋州のＣＣＳ事業においてＣＯ２ 輸出入国となるマレーシア、豪州、韓国、シン

ガポールを対象に、政府機関および関連事業者を訪問し、ＣＣＳ事業に対する

政府支援制度、ＣＣＳプロジェクトの動向、ＣＯ２ 輸出入に係る制度およびイン

フラの整備状況やなどを調査した。また、世界の主要国におけるＣＣＵＳ分野

の特許動向を調査、分析した。 

 

④ ＣＣＳのＩＳＯ化 

（令和７年度、ＮＥＤＯより受託） 

ＩＳＯ／ＴＣ２６５（炭素回収と貯留）専門委員会の活動に伴い、ＲＩＴＥ

は国内審議団体として国内審議委員会を開催し、ＣＣＳのＩＳＯ化作業に向け

て、規格についての審議や日本国内意見の集約、本専門委員会への代表者選任

について議論している。 
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令和７年度においては、本専門委員会に設置されたＷＧ（回収、輸送、貯

留、クロスカッティングイッシュー、ＥＯＲ（Enhanced Oil Recovery:石油増

進回収法）イッシュー、船舶輸送及びＥｘ－ｓｉｔｕ ＣＯ２ ストレージ等分野

ごとのワーキングループ）において規格化を推進するとともに、ＷＧ１（回

収）においてコンビーナ（議長）及び事務局を務め、規格作成作業を先導し

た。国内審議委員会においては、本専門委員会の進捗に応じて、対応する国内

ワーキンググループで議論を行うとともに、本専門委員会のＷＧに専門家を派

遣して規格作成に貢献した。 

 

 

（２）地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業 

オーストリアにある国際応用システム分析研究所（ＩＩＡＳＡ： 

International Institute for Applied Systems Analysis）等とも研究協力しな

がら、地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業を進めている。日

米欧におけるＧＸ実現に向けた政策や取組みの現状、展望、実現への課題につい

て理解を深めることを目的に、「多様化する国際情勢下の地球温暖化対策と世界

各国の政策動向と展望」と題した国際シンポジウムを開催、研究成果を報告し

た。 

 

（３）技術革新によるエネルギー需要変化に関するモデル比較国際連携事業 

      エネルギー需要サイドの技術革新とそれに誘発され得る社会変化とそのＣＯ２

排出削減への影響等について調査、分析、評価を行うことの重要性が高まってき

ており、技術革新によるエネルギー需要変化の国際協力によるモデル分析を進め

ている。国際的な研究の進展を図るため、ＲＩＴＥとＩＩＡＳＡが主催し、これ

に関連したテーマの国際ワークショップを令和７年１０月１４日～１６日にオー

ストリアのＩＩＡＳＡにおいて開催した。２１カ国、９１名の研究者が参加して

研究の最新動向の共有、今後の研究の方向性等について議論を行った。 

 

（４）ＩＰＣＣに関する政府支援 

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）は、温暖化に関する科学的知見を

収集・評価し、温暖化の科学的根拠（第一作業部会）、温暖化影響と適応（第二

作業部会）、温暖化の緩和（第三作業部会）からなり、本事業では、第三作業部

会において日本政府がＩＰＣＣ総会等で議論される科学的知見について適切な対

応・発信を行えるよう、適切な情報収集・分析・報告・助言を行っている。 

令和７年度においては、第７次評価サイクル（ＡＲ７）のスケジュールが議論

されると共に CDR/CCS 方法論報告書のワークプランが承認されたＩＰＣＣ総会へ

の出席と専門的知見からの助言を行った。ＩＰＣＣ国内連絡会や第三作業部会幹

事会の開催等の活動を行い、我が国の執筆者間の情報交換や議論を促し、政府意

見の検討・取りまとめに貢献した。また、第三作業部会執筆者と産業界有識者と

の意見交換会を開催し、今後に向けて実効性ある取組みを実施した。 
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３．普及啓発活動事業 
 

（１）研究成果報告会等の開催 

研究開発成果の普及、産学官連携の拡大を目的に、ＲＩＴＥの研究成果報告会

（革新的環境技術シンポジウム）やＣＣＳ技術に関するシンポジウム(ＣＣＳテ

クニカルワークショップ)などを開催し、地球環境問題解決に資する最先端の情

報を発信した。 

 

① 「未来社会を支える温暖化対策技術シンポジウム in 関西」  

本シンポジウムは当機構の研究活動に関心を有する関西の方々を中心に多数

参加いただける機会として開催しており、各研究グループから、ＣＣＵＳ技

術、バイオものづくり技術やシナリオ分析等の最新の研究成果と今後の取組み

について報告を行い、ポスターセッションも同時開催した。 

また、特別講演として早稲田大学教授の有村俊秀様を迎え、「日本でも導入

進むカーボンプライシング：ＧＸ－ＥＴＳの方向性」と題して、カーボンプラ

イシングの理論、各国の導入状況やＧＸ－ＥＴＳフェーズⅡの展望等について

講演いただいた。 

開催日：令和７年９月２５日（木）１３：００～１７：２５ 

会 場：大阪科学技術センター大ホール 

主 催：ＲＩＴＥ 

後 援：近畿経済産業局、（公社）関西経済連合会、 

    （公財）新産業創造研究機構、(公社)日本化学会 、 

    (公社)化学工学会、(公社)日本農芸化学会、 

    (一社)エネルギー・資源学会、(一社)日本エネルギー学会 

(公社)２０２５年日本国際博覧会協会、バイオコミュニティ関西 

参加者：２５０名 

 

② 「革新的環境技術シンポジウム２０２５～２０５０年カーボンニュートラル

を支えるイノベーション～」 

本シンポジウムは当機構の研究成果を報告する場として毎年開催しているも

のであり、各研究グループから、最新の研究成果と今後の展望について講演

し、２０２５年大阪・関西万博「RITE 未来の森」の出展報告を行うともに、ポ

スターセッションも同時開催し、参加者と活発な意見交換を行った。 

また、経済産業省の福本審議官にＣＯＰ３０における交渉の概要や、今後の

ＧＸ政策等について講演いただいた。 

開催日：令和７年１２月１７日（水）１３：００～１７：２５ 

会 場：イイノホール及び Web 配信（ハイブリッド開催） 

主 催：ＲＩＴＥ 

後 援：経済産業省、(公社)日本化学会 、(公社)化学工学会、 

    (公社)日本農芸化学会、(一社)エネルギー・資源学会、 

    (一社)日本エネルギー学会、(公社)２０２５年日本国際博覧会協会 

参加者：８４４名（会場：２９８名、Ｗｅｂ：５４６名） 
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③ 「ＣＣＳテクニカルワークショップ」 

「大規模 CCS の事業化に向けて：技術・政策両面からのアプローチ」をテー

マに開催し国内外４名の専門家からＣＣＳプロジェクトの動向、大規模貯留に

向けた技術的取り組みについて講演いただいた。 

開催日：令和８年１月２１日（水）１３：００～１７：３０ 

会 場：イイノホール及びＷｅｂ配信（ハイブリッド開催） 

主 催：二酸化炭素地中貯留技術研究組合 

共 催：経済産業省、ＮＥＤＯ 

参加者：８４５名（会場：２６２名、Ｗｅｂ：５８３名） 

 

④  ＩＰＣＣシンポジウム「直面する気候変動に対処するための様々な道筋を

考える」 

ＲＩＴＥが事務局として運営の一部を担った本シンポジウムでは、

Ladislaus Changa AR7 副議長、Bart van den Hurk WGⅡ共同議長、Joy 

Jacqueline Pereira WGⅢ共同議長からの基調講演の後、気象キャスターネッ

トワーク 井田理事長、国立環境研究所 気候変動適応センター 肱岡センター

長 他、計 5名が講演を行った。その後、「次世代の参加者が今後自ら実践で

きる取組や自分が将来進む道筋などについて」をテーマにパネルディスカッシ

ョンを行った。 

開催日：令和８年１月３０日（金）１３：００～１７：３０ 

会 場：東京国際フォーラム及び Web 配信 

主 催：環境省、経産省、文科省、気象庁 

共 催：農林水産省、林野庁、国土交通省 

後 援：地球ウォッチャーズ－気象友の会 

参加者：３４６名（会場７０名＋Ｗｅｂ２７６名） 

 

⑤ 「革新的ＣＯ２ 分離回収・有効利用技術シンポジウム～地球温暖化防止に貢

献するＣＯ２ 分離回収・利用技術の最新動向～」 

本シンポジウムでは、ＲＩＴＥ及びＭＧＭ組合がＮＥＤＯ事業にて研究開発

している「吸収液、固体吸収材及び分離膜によるＣＯ２ 分離回収・有効利用

技術や大阪・関西万博でのＤＡＣ実証、炭素回収技術評価センターの進捗報

告に加え、ＮＥＤＯ、企業の方にＣＣＵＳ技術開発に関して講演いただい

た。 

開催日：令和８年２月１０日（火）１３：００～１７：３０ 

会 場：伊藤謝恩ホール及び Web 配信（ハイブリッド開催） 

主 催：ＲＩＴＥ 

共 催：経済産業省、ＮＥＤＯ、ＭＧＭ組合 

参加者：１,１４８名（会場２５２名、Web８９６名） 
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⑥ 「ＡＬＰＳ国際シンポジウム」 

経済産業省の委託事業として「地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国

際連携事業」（ＡＬＰＳⅣ）を実施しているが、グリーン成長に資する国際

枠組み、国際戦略立案に資する研究を進めるとともに、また長期の気候変動

リスクにどう対応するかについて検討を行っている。そこでは地球温暖化対

策技術の分析・評価に関する国際連携事業を進めており、「多様化する国際

情勢下の地球温暖化対策と世界各国の政策動向と展望」と題したシンポジウ

ムを開催、研究成果を報告した。欧州から国際応用システム分析研究所（Ｉ

ＩＡＳＡ）、米国から未来資源研究所（ＲＦＦ）、アジアからアジア工科大

学（ＡＩＴ）、延世大学、およびＲＩＴＥから講演を行い、講演者と参加者

との間で活発な質疑を行った。また「炭素価格政策と国際競争力」をテーマ

にパネル討論も行った。 

開催日：令和８年３月４日（水）１０：００～１７：３０ 

会 場：ベルサール虎ノ門 

主 催：ＲＩＴＥ 

共 催：経済産業省 

参加者：約１９０名（ハイブリッド形式） 

 

（２）研究年報「ＲＩＴＥ Ｔｏｄａｙ２０２６」の発行 

ＲＩＴＥの最新の活動を総括して国内外に広く伝えることを目的として、令和

７年４月から令和８年３月までの研究活動をとりまとめた研究年報「ＲＩＴＥ 

Ｔｏｄａｙ２０２６」（日本語版・英語版）を発行した。各研究グループの研究

活動概説等の他、２０２５年大阪・関西万博特集として、ＲＩＴＥ未来の森の出

展結果について紹介した。 

  

（３）展示会の開催 

BioJapan2025 が令和７年１０月８日～１０月１０日にパシフィコ横浜で開催

され、ＲＩＴＥは主催団体の一つとして参加した。 

ＲＩＴＥは、グリーンケミカルズ（株）と共同で展示ブースでの出展を行い、

ＲＩＴＥの独自技術である「ＲＩＴＥバイオプロセス」等のコア技術、ＣＯ２を

原料とする生産技術・毒性を示す物質への耐性付与技術・海洋生分解性プラス

チック原料生産技術及びバイオ燃料生産技術等の基盤技術開発、菌株開発プラ

ットフォームやＲＩＴＥが関わってきたバイオものづくり可能物質について、

サンプルや写真等を用いた紹介を行った。展示ブースには約３００名の来訪者

があった。 

 

（４）「ＲＩＴＥ交友会」の開催 

平成２３年１２月 1 日の公益財団法人認定以前に、ＲＩＴＥの理事、評議員

に就任頂いていた企業や、現在の国の政策決定者、学識経験者、賛助会員企業
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を対象に、温暖化対策の現状と課題についての講演と、ＲＩＴＥの概況につい

ての報告を行った。 

開催日：令和７年７月１１日（金）１５：００～１７：００ 

会 場：経団連会館 

主 催：ＲＩＴＥ 

参加者：５４名 

 

（５）情報発信の充実 

① マスメディアを通じた発信 

シンポジウムの開催案内や企業との連携等のプレス発表９件を行うなど、新

聞、雑誌、インターネット等のマスメディアを通じた情報発信を行った。新聞

では、化学工業日報（２６件）、電気新聞（２３件）、日刊工業新聞（１９件）

をはじめ、合計１７４件の掲載があった。 

 

② ホームページ・メールマガジン 

ホームページとメールマガジンを通じて、最新情報の発信に努めた。ホーム

ページコンテンツとしては、ＲＩＴＥの概要、ＲＩＴＥが保有する地球温暖化

対策技術の概要、各研究グループの研究活動や研究成果、大阪・関西万博にお

けるＲＩＴＥの取組み、各種シンポジウムの開催案内や開催結果等の情報を適

宜発信した。メールマガジンは６回発行し、コラムにおいては、万博会期中の

「ＲＩＴＥ未来の森」の様子や炭素回収技術評価センター、ＣＯＰ３０、ＩＳ

Ｏ標準化の活動を紹介し、最新の取組みやイベントを取り上げて紹介し、タイ

ムリーな情報発信に努めた（登録者４４７９名）。 

 

③  見学者の受け入れ、環境教育等 

令和７年度は、行政機関や企業、業界団体等、国内だけでなく海外からの来

訪者を含め、２２回（２１３名）の訪問・見学を受け入れた。 

環境教育については、近隣の中学校からの校外学習や京都府、奈良県等の高

等学校の社会見学の受け入れを行った（７回、１２８名）。さらに、地域の教

育局主催のイベントに参画し、小学生を対象としたワークショップを開催する

等、次世代を担う青少年に地球環境問題やＣＣＳについて正しい知識を伝える

活動を行った。 
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４．産業連携による成果の早期実用化 

ＲＩＴＥの研究開発成果の早期実用化促進のために、産業界と連携を図り、共

同研究や国費プロジェクト化を目指した活動を推進した。また、新たな共同研究

の発掘を推進する活動を行った。 

 

（１）研究開発成果及び技術シーズの戦略的知財化と広報普及活動 

ＲＩＴＥの研究開発成果及び技術シーズを戦略的に知財化し、それに基づく

民間企業との共同研究、受託研究などの創出を図った。また、シンポジウム、

展示会、学会、研究会等の接点機会を活用して、民間企業等との技術交流を積

極的に推進した。 

 

（２）民間企業等との共同研究の推進 

 システム分野では、温暖化対策のコスト評価等の調査研究を受託し、民間企

業の温暖化対策の意思決定のサポートを実施した。 

バイオ研究分野では、ＲＩＴＥバイオプロセス等のコア技術を利用して、グリ

ーン化学品生産の早期実用化を目指し、ＣＯ₂ の有効利用技術の開発、バイオ化

学品生産技術の開発などに関する共同研究開発、委託研究開発を、複数の民間企

業と実施した。 

化学研究分野では、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）と

二酸化炭素除去を行う軌道上技術実証システム用の吸収材を開発し、国際宇宙

ステーション内で実証試験を開始した。また民間企業とはＣＯ₂分離回収設備導

入のフィージビリティスタディ、ＣＯ₂固定化技術の研究、新規ＣＯ₂分離膜の

開発等を実施した。 

 ＣＯ２ 貯留技術分野では、岩石資料分析技術やマイクロバブルＣＯ２ 圧入技術、

光ファイバー計測技術等、これまでに開発した技術を活かした実証研究等を受託

し推進した。 

 

（３）技術研究組合による研究開発推進 

「次世代型膜モジュール技術研究組合（ＭＧＭ組合）」（平成２２年度設立）

では、平成２８年度から住友化学(株)とＲＩＴＥの２社体制で研究開発を実施

している。令和６年度からユーザー企業である三菱化工機（株）を組合外の連

名実施者として「高圧用ＣＯ２分離膜の水素製造システムへの適用性検討」のＮ

ＥＤＯ事業を実施している。令和７年度は次年度実証試験のための膜モジュー

ルと試験装置の製造を実施した。 

また、ＲＩＴＥを含む１３法人（応用地質(株)、(株)ＩＮＰＥＸ、石油資源開

発(株)、大成建設(株)、電源開発(株)、ＥＮＥＯＳ Ｅｘｐｌｏｒａ(株)、伊藤

忠石油開発(株)、三菱ガス化学(株)、（株）地球科学総合研究所、（株）東邦アー

ステック、ＪＸ金属探開（株）、 (国研)産業技術総合研究所、(公財)地球環境産

業技術研究機構）で構成された「二酸化炭素地中貯留技術研究組合」（平成２８
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年度設立）では、我が国の貯留層に適した実用化規模のＣＯ２ 貯留技術を開発

するとともに、ＣＣＳの社会受容性の獲得やＣＣＳ技術の海外展開を志向した

研究開発を推進した。 

 

（４）株式会社による事業化の推進 

ＲＩＴＥが住友ベークライト（株）と共同で設立したグリーンケミカルズ（株）

では、芳香族化合物を中心としたグリーン化学品の事業化を目指し、安価な原

料、培養条件の検討、菌株の改良、商用生産に向けたスケールアップ研究等を

行うとともに、事業化に向けたマーケティング活動に取り組んだ。 

ＲＩＴＥバイオプロセスの事業化を目的として平成２３年に設立し、令和３

年１２月に東京証券取引所に上場した Green Earth Institute（株）では、国

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構より受託したバイオファ

ウンドリ事業やグリーンイノベーション基金事業、バイオものづくり革命推進

事業等、国内外のパートナー企業との研究開発に取り組んだ。また、同社は、令

和７年７月に、木質バイオマスを原料とするバイオエタノール等の製造販売を行

う「森空バイオリファイナリー合同会社」を製紙会社及び商社と合弁で設立した。 

 

（５）産業化戦略協議会 

有機・無機分離膜の開発及びＣＯ₂ 分離回収・有効利用に関する研究開発連

携を充実させるべく、シンポジウムでのポスター発表や炭素回収技術評価セン

ター関連企業等への入会勧誘を行なった結果、令和７年度末の企業会員は前年

度末より１１社増えて４５社となった。 

令和７年度は、「ＣＯ₂ 分離回収・有効利用研究会」３回を実施した。 

また、会員向けセミナーを会場＋Ｗｅｂ配信で３回開催し、大学、省庁、企業

から「ＣＯ₂ 分離回収及び有効利用」に関する最新の研究開発動向や研究開発事

例の講演を行い、活発な質疑応答と討議を行った。 

更に、講演内容に関連する特許・文献調査を行い、化学研究グループの研究員

のコメントを記載した「ニーズ・シーズ情報」を１回、学会トピックスやＲＩＴ

Ｅメンバーの海外視察報告を記載した「ホットトピックス」を３回提供し、会員

の技術開発推進と知見向上に寄与した。 
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５．管理運営活動等 
（１）理事会等の開催 

①理事会 

第２９回定時理事会（令和７年６月３日 於：AP 虎ノ門） 

議題 ・令和６年度事業報告及び決算について 

     （自 令和 6年 4月 1日 至 令和 7年 3月 31 日） 

・第１５回定時評議員会の招集について 

   

臨時理事会（令和７年６月１８日 みなし決議） 

           議題   ・理事長、専務理事、常務理事の選定について 

     

第３０回定時理事会（令和８年３月１１日 於：京都 都ホテル京都八条） 

      議題  ・令和８年度事業計画及び収支予算等について           

（自 令和 8年 4月 1日 至 令和 9年 3月 31 日）   

  

  ②評議員会 

第１５回定時評議員会（令和７年６月１８日 於：ホテルグランヴィア大阪） 

議題 ・令和６年度事業報告について（報告） 

     （自 令和 6年 4月 1日 至 令和 7年 3月 31 日） 

・令和６年度決算について 

（自 令和 6年 4月 1日 至 令和 7年 3月 31 日） 

・評議員の選任について 

・監事の選任について 

・理事の選任について 

 

③科学技術諮問委員会 

第４２回科学技術諮問委員会（令和７年５月１９日 於：ＲＩＴＥ京都本部） 

      議題  ・ＲＩＴＥの研究の全般的状況 

         ・研究グループの研究成果及び研究計画について 

         ・その他報告 

 

（２）組織・人員等 

   当機構では、公益目的事業を適正かつ効果的に推進するため、外部の専門的知 

見を活用した運営体制の充実に努めている。 

理事会においては、理事総数 12 名のうち 7名を外部理事として選任し、機構 

運営に関して専門的な知見及び経験を有する者から多角的な助言を得られる体制 

としている。外部理事については、機構の運営について指導・助言を得ることを 

目的として、企業等から推薦された者を理事候補者とし、評議員会に諮った上で 

選任している。 

また、監事については、総数 2名全員を外部監事として選任し、理事の職務執 

行及び会計処理の適正性について、独立した立場から監査を行っている。 

さらに、評議員は総数 11 名とし、いずれも当機構の運営について指導・助言 

を得ることができる学識経験者及び企業等から推薦された者を評議員候補者とし
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て、評議員会に諮り選任している。これにより、理事会の意思決定及び法人運

営全般について、適切な監督及びガバナンスを確保している。 

 

①主要事項 

   令和７年６月 評議員等の交替 

   評議員 新任 １名、退任 １名 

                理 事 再任 １０名、新任 ２名、退任 ２名 

                監 事 新任 １名、退任 １名 

 

②人員数（令和８年３月３１日 現在） 

 理 事       １２名(内常勤４名) 

 監 事 ２名(非常勤) 

 評議員 １１名(非常勤) 

 科学技術諮問委員 １２名(非常勤)   

役・職員数 １９３名(常勤理事含む) 

 

以 上   
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【事業報告の附属明細書】 
 
 
「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3項に規定する附

属明細書に記載すべき事業報告の内容を補足する重要な事項はなし 

 

 


